各国の地球観測動向シリーズ（第10回） 国際災害チャーターの活動動向 ―外国の災害に対する 国際的な衛星画像提供枠組みの拡大― by 科学技術動向研究センター & 科学技術動向研究センター




































注　国際災害チャーターの英語での正式名称：Charter On Cooperation To Achieve The Coordinated Use Of 
Space Facilities In The Event Of Natural Or Technological Disasters
1 はじめに
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　チャーターは 1999 年 7 月に欧州宇宙機関（ESA）
とフランス国立宇宙研究センター（CNES）が署名
当事者となって憲章を成立させ、2000 年にカナダが
参加し、以後 2014 年までに我が国を含む 12 か国と





供してきた。ALOS の運用終了後、2011 年から 2014
年まで 3 年間にわたって新たな画像を提供できる衛








10 機関が 1 週間ごとの輪番制に参加している。数字
は ESA から始まった場合の標準的な輪番順序を示
















参加機関名 略称 加盟時期 画像を提供する衛星 ECO 輪番
欧州宇宙機関 ESA 1999 年 7月 Sentinel 1
フランス国立宇宙研究
センター
CNES 1999 年 7月 SPOT、Pleiades 2
カナダ宇宙庁 CSA 2000 年 10 月 RADARSAT 6
インド宇宙研究機関 ISRO 2001 年 9月 Resourcesat、Cartosat 8
米国海洋大気庁 NOAA 2001 年 9月 GOES、POES 未参加
アルゼンチン国家宇宙
活動委員会
CONAE 2003 年 7月 SAC-C 5
宇宙航空研究開発機構 JAXA 2005 年 2月 ALOS-2 3
米国地質調査所 USGS 2005 年 2月 LANDSAT-8 未参加
英国 DMC インターナショ
ナル・イメージング
DMCii 2005 年 11 月 UK-DMC 7
中国国家航天局 CNSA 2007 年 5月 風雲・実践・資源・高分 4
ドイツ航空宇宙センター DLR 2010 年 10 月 TerraSAR-X、TanDEM-X 9
韓国航空宇宙研究院 KARI 2011 年 7月 KOMPSAT-2 10
ブラジル宇宙研究所 INPE 2011 年 11 月 CBERS 未参加
欧州気象衛星機構 EUMETSAT 2012 年 7月 Meteosat、MetOp 未参加
ロシア連邦宇宙庁 ROSCOSMOS 2013 年 8月 Resurs、Kanopus、Meteor 未参加
設立経緯と参加機関2-1
2 国際災害チャーターの活動の枠組み
























事保護局のほか、欧州各国の国ごとに 1 つか 2 つあ
り、30 か国 1 機関で 33 の AU が存在する。ほとん
どが政府の災害対策実施機関である。全世界では図
















参加機関名 略称 画像を提供する衛星 
台湾国家太空中心 NSPO FORMOSAT-2 
（米国民間）ディジタルグローブ Worldview、IKONOS 
ナイジェリア宇宙開発機関 NASRDA Nigeriasat 
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　2001 年から 2014 年 9 月 18 日までに計 434 件の
チャーター発動があり、年毎、災害種類毎の件数を図








30-40 件の範囲であるが、2010 年は 50 件以上と突出
している。2014 年は 9 月までで 34 件あり、1 年間に
換算すると 45 件程度のペースである。




除く 9 か国 1 機関が 1 週間交代の輪番制で ECO を






















大学院（Asian Institute of Technology：AIT）、フィ
リピン、インドネシアにも有資格者がいる。我が国
で発動した 6 件の災害の PM を務めたのは、JAXA
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地域 国数 件数 件数の多い国
アジア 25 144 中国：16回
中南米 22 94 チリ：15回
欧州 18 47 フランス：10回
アフリカ 26 47





















2000   2002   2004   2006   2008  2010 2012   2014（9月まで）
4 我が国における国際災害チャーター発動事例








年 月 日 災害種類 被害状況 発動者 プロマネ 主な衛星画像
2008 7 23 岩手県の地震 99 名負傷 内閣府 JAXA RADARSAT-1(加)






2011 7 30 新潟県・福島県の洪水 約 10万人に避難勧告 ADRC AIT TerraSAR-X(独)




2013 7 29 山口県・島根県の洪水 行方不明者多数 ADRC AIT SPOT-5(仏)
2013 10 16 伊豆大島の地滑り 死者 14 名、2万人避難 内閣府 AIT ALOS(日)
画像取得年月日 地域・被害 画像取得衛星 画像提供者 地図作成者
2011 3 12 宮城県の津波被害 RADARSAT-1、-2(加) MDA（カナダ） UNITAR/UNOSAT
2011 3 12 宮城県の津波被害 TerraSAR-X(独) DLR ZKI
2011 3 12 福島県勿来の津波被害 RapidEye(独) RapidEye AG JAXA
2011 3 13 釜石市の浸水被害 SPOT-5(仏) Spot Image JAXA
2011 3 13 浦安市の液状化 Formosat-2(台湾) Spot Image JAXA





























































フ ォ ー ラ ム（Asia - Paciﬁ c Region Space Agency 
Forum：APRSAF）および各国との二国間協力を
通じて国際貢献を行っているが、国際災害チャー
ターもその一つである。このような国際貢献を維
持するためには、地球観測分野における人材に一
層の厚みを持たせることが必要である。地球観測
衛星関係の人材は、衛星の開発・製造、センサの
研究開発・実証・搭載設計、日々の衛星運用、受
信した画像データの処理、社会への応用の研究な
ど、川上から川下に至るまで、JAXA だけでな
く公的研究機関や企業に多くの関係者がいる。多
執筆者プロフィール
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